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7 2016（平成28年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月11日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月11日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付� 8月1日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 8月1日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 8月1日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月11日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・（全

期・１期分）の納付� 7月11日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）� 8月1日

　雇用者の数が増加した場合に税額控除が受
けられる雇用促進税制（地方拠点強化税制に
よらないもの）の適用対象となる地域。厚生
労働省のホームページで地域一覧が公表され
ています。以前は地域の限定はありませんで
したが、平成28年度税制改正で地域が限定さ
れました。

ワンポイント 同意雇用開発促進地域

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

18日・海の日

日 月 火 水 木 金 土

ひまわり
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	・	
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	・	
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７月号─2

　

平
成
二
十
八
年
十
月
よ
り
、
特
定

適
用
事
業
所
（
後
述
）
に
勤
務
し
、

要
件
に
該
当
す
る
短
時
間
労
働
者
は
、

社
会
保
険
（
健
康
保
険
お
よ
び
厚
生

年
金
保
険
）
の
被
保
険
者
と
な
り
ま

す
。

一
　
対
象
者
の
要
件
（
概
要
）

　

対
象
と
さ
れ
る
短
時
間
労
働
者
と

は
、
勤
務
時
間
お
よ
び
勤
務
日
数
が

常
用
雇
用
労
働
者
の
四
分
の
三
未
満

で
あ
っ
て
、
次
の
す
べ
て
に
該
当
す

る
者
を
い
い
ま
す
。

①　

週
二
十
時
間
以
上
勤
務

②　

月
額
賃
金
八
・
八
万
円
以
上（
年

収
百
六
万
円
以
上
）

③　

勤
務
期
間
が
一
年
以
上
見
込
ま

れ
る

④　

学
生
で
は
な
い

⑤　

従
業
員
五
百
人
超
の
企
業
に
勤

務
二
　
要
件
の
詳
細

㈠
　
労
働
時
間

　

一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
二
十

時
間
以
上
で
あ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
「
所
定
労
働
時
間
」
と
は
、
就
業
規

則
や
雇
用
契
約
書
等
に
よ
り
通
常
の

週
に
勤
務
す
べ
き
時
間
を
い
い
ま
す
。

　

所
定
労
働
時
間
が
「
週
」
以
外
の

単
位
で
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
は
、

次
の
よ
う
に
算
定
し
ま
す
。

①　

一
か
月
単
位
の
場
合

　
　

一
か
月
単
位
で
所
定
労
働
時
間

が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
は
、
一

か
月
の
所
定
労
働
時
間
を
十
二
分

の
五
十
二
で
除
し
て
算
定
し
ま
す
。

　
　

そ
の
際
、
特
定
の
月
の
所
定
労

働
時
間
に
例
外
的
な
長
短
が
あ
る

場
合
は
特
定
の
月
を
除
い
て
算
定

し
ま
す
。

②　

一
年
単
位
の
場
合

　
　

一
年
単
位
で
定
め
ら
れ
て
い
る

場
合
は
、
一
年
間
の
所
定
労
働
時

間
を
五
十
二
で
除
し
て
算
定
し
ま

す
。

③　

変
動
す
る
場
合

　
　

一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
短

期
的
か
つ
周
期
的
に
変
動
す
る
場

合
は
、平
均
に
よ
り
算
定
し
ま
す
。

㈡
　
賃
金
額

　

週
給
、
日
給
、
時
間
給
を
月
額
に

換
算
し
た
も
の
に
、
各
諸
手
当
等
を

含
め
た
額
が
、
八
・
八
万
円
（
年
収

百
六
万
円
）
以
上
で
あ
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
次
の
よ
う
に
算
定
し

ま
す
。

①　

月
給
、
週
給
等
一
定
の
期
間
で

報
酬
が
定
め
ら
れ
る
場
合
は
、
被

保
険
者
の
資
格
を
取
得
し
た
日
現

在
の
報
酬
の
額
を
そ
の
期
間
の
総

日
数
で
除
し
て
得
た
額
の
三
十
倍

に
相
当
す
る
額

②　

日
給
、
時
間
給
、
出
来
高
給
又

は
請
負
給
の
場
合
は
、
被
保
険
者

の
資
格
を
取
得
し
た
月
前
一
月
間

に
現
に
使
用
さ
れ
る
事
業
所
に
お

い
て
、
同
様
の
業
務
に
従
事
し
、

か
つ
、
同
様
の
報
酬
を
受
け
る
者

が
受
け
た
報
酬
の
額
を
平
均
し
た

額
③　

前
記
①
及
び
②
の
方
法
で
報
酬

を
算
定
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る

場
合
に
は
、
被
保
険
者
の
資
格
を

取
得
し
た
月
前
一
月
間
に
、
そ
の

地
方
で
、同
様
の
業
務
に
従
事
し
、

か
つ
、
同
様
の
報
酬
を
受
け
る
者

が
受
け
た
報
酬
の
額

④　

前
記
①
か
ら
③
ま
で
の
項
目
の

う
ち
、
二
つ
以
上
に
該
当
す
る
報

酬
を
受
け
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ

れ
に
つ
い
て
前
記
①
か
ら
③
ま
で

の
方
法
に
よ
っ
て
算
定
し
た
額
の

合
算
額

　

た
だ
し
、
次
の
も
の
は
除
い
て
算

定
し
ま
す
。

①　

臨
時
に
支
払
わ
れ
る
賃
金
お
よ

び
一
か
月
を
超
え
る
期
間
ご
と
に

支
払
わ
れ
る
賃
金

　
（
例　

結
婚
手
当
、
賞
与
）

②　

時
間
外
労
働
、
休
日
労
働
お
よ

び
深
夜
労
働
に
対
す
る
賃
金

　
（
例　

割
増
賃
金
）

③　

最
低
賃
金
法
で
算
入
し
な
い
こ

と
を
定
め
る
賃
金

　
（
例　

精
皆
勤
手
当
、通
勤
手
当
、

　
　

家
族
手
当
）

㈢
　
勤
務
期
間

　

勤
務
期
間
が
一
年
以
上
見
込
ま
れ

る
者
と
さ
れ
、
具
体
的
に
は
次
の
よ

う
な
場
合
が
該
当
し
ま
す
。

①　

期
間
の
定
め
が
な
く
雇
用
さ
れ

る
場
合

②　

雇
用
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る

場
合

③　

雇
用
期
間
が
一
年
未
満
で
あ
る

次
の
場
合

・　

雇
用
契
約
書
に
契
約
が
更
新

さ
れ
る
旨
が
明
示
さ
れ
て
い
る
。

・　

雇
用
契
約
書
に
契
約
が
更
新

さ
れ
る
旨
が
明
示
さ
れ
て
い
な

い
が
、
同
様
の
雇
用
契
約
で
一

年
以
上
更
新
さ
れ
た
実
績
が
あ

る
。

社
会
保
険

短
時
間
労
働
者
へ
の

　
　
　
　適
用
拡
大



3─７月号

㈣
　
学
生
で
は
な
い

　

生
徒
ま
た
は
学
生
※
は
適
用
対
象

外
と
さ
れ
ま
す
。

※　

適
用
対
象
外
と
さ
れ
る
者
の
詳

細
は
、
学
校
教
育
法
に
規
定
す
る

高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
、
特

別
支
援
学
校
、
大
学
（
大
学
院
を

含
む
。）、
短
期
大
学
、
高
等
専
門

学
校
及
び
専
修
学
校
そ
の
他
こ
れ

に
準
ず
る
学
校
等
に
在
学
す
る
生

徒
又
は
学
生
で
す
。

　

な
お
、
生
徒
又
は
学
生
の
う
ち
、

次
の
①
か
ら
④
ま
で
に
掲
げ
る
者
は

適
用
対
象
外
と
な
る
生
徒
ま
た
は
学

生
に
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

①　

卒
業
見
込
証
明
書
を
有
す
る
者

で
あ
っ
て
、
卒
業
前
に
就
職
し
、

卒
業
後
も
引
き
続
き
同
じ
適
用
事

業
所
に
使
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
者

②　

休
学
中
の
者

③　

大
学
の
夜
間
学
部
及
び
高
等
学

校
の
夜
間
等
の
定
時
制
の
課
程
に

在
学
す
る
者

④　

そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者

㈤
　
対
象
事
業
所

　

対
象
と
な
る
事
業
所
の
こ
と
を
、

特
定
適
用
事
業
所
と
い
い
ま
す
。

　

同
一
事
業
主
の
適
用
事
業
所
注
１
に

お
い
て
、
現
行
の
適
用
基
準
で
厚
生

年
金
保
険
の
被
保
険
者
と
さ
れ
る
者

（
労
働
時
間
と
労
働
日
数
が
常
用
雇

用
労
働
者
の
四
分
の
三
以
上
）
の
人

数
が
、
常
時
注
２
五
百
人
を
超
え
る
事

業
所
が
該
当
し
ま
す
。

（
注
１
）　

同
一
事
業
主
の
適
用
事
業

所

　
　

次
に
該
当
す
る
適
用
事
業
所
の

グ
ル
ー
プ
を
い
い
ま
す
。

①　

法
人
事
業
所

　
　

法
人
番
号
が
同
じ
適
用
事
業

所
②　

個
人
事
業
所

　
　

現
在
の
適
用
事
業
所

（
注
２
）　

常
時
と
は

　
　

特
定
適
用
事
業
所
と
な
る
か
否

か
を
判
断
す
る
際
の
常
時
と
は
、

「
一
年
の
う
ち
六
か
月
以
上
」、
被
保

険
者
数
が
五
百
人
を
超
え
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
場
合
を
い
い
ま
す
。

三
　
事
業
所
規
模
の
変
更

㈠
　
増
加
の
場
合

　

当
初
は
特
定
適
用
事
業
所
に
該
当

し
て
い
な
か
っ
た
事
業
所
に
お
い
て
、

現
行
の
適
用
基
準
で
被
保
険
者
と
さ

れ
る
者
の
人
数
が
増
加
し
、
特
定
適

用
事
業
所
に
該
当
す
る
と
き
は
、
次

の
事
項
を
年
金
事
務
所
に
届
け
出
ま

す
。

①　

事
業
所
（
事
業
主
が
法
人
で
あ

る
と
き
は
、
本
店
又
は
主
た
る
事

業
所
）
の
名
称
及
び
所
在
地

②　

特
定
適
用
事
業
所
と
な
っ
た
年

月
日

③　

事
業
主
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、

法
人
番
号

　

な
お
、
日
本
年
金
機
構
が
把
握
し

て
い
る
人
数
が
、
直
近
十
一
か
月
の

う
ち
五
か
月
以
上
、五
百
人
を
超
え
、

そ
の
翌
月
さ
ら
に
五
百
人
超
で
あ
れ

ば
特
定
適
用
事
業
所
該
当
届
の
届
出

勧
奨
が
行
わ
れ
、
届
出
が
な
い
場
合

で
あ
っ
て
も
、
直
近
一
年
の
う
ち
六

か
月
以
上
、
五
百
人
を
超
え
て
い
た

こ
と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
特

定
適
用
事
業
所
と
な
る
旨
（
職
権
適

用
）の
通
知
が
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。

㈡
　
減
少
の
場
合

　

当
初
は
特
定
適
用
事
業
所
に
該
当

し
て
い
た
事
業
所
が
、
特
定
適
用
事

業
所
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
と
き
で

あ
っ
て
も
「
引
き
続
き
特
定
適
用
事

業
所
で
あ
る
も
の
」
と
み
な
さ
れ
ま

す
。

　

特
定
適
用
事
業
所
と
し
な
い
場
合

は
、
被
保
険
者
で
あ
る
者
の
四
分
の

三
以
上
の
同
意
を
得
て
、
管
轄
の
年

金
事
務
所
に
申
出
書
を
提
出
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

四
　
そ
の
他

①　

報
酬
月
額
の
決
定

　
　

適
用
拡
大
に
よ
り
被
保
険
者
と

さ
れ
る
短
時
間
労
働
者
に
つ
い
て
、

標
準
報
酬
月
額
を
決
定
（
例
年
四

月
か
ら
六
月
の
報
酬
を
届
け
出
る

こ
と
に
よ
り
決
定
）す
る
と
き
は
、

報
酬
支
払
基
礎
日
数
が
「
十
一
日
」

（
一
般
の
被
保
険
者
の
場
合
は
十
七

日
と
さ
れ
て
い
ま
す
）
以
上
で
あ

る
月
の
報
酬
を
用
い
て
算
定
し
ま

す
。

②　

検
討
事
項

　
　

今
回
の
改
正
で
は
従
業
員
五
百

人
超
企
業
が
対
象
と
さ
れ
ま
し
た

が
、
こ
の
法
律
の
制
定
時
に
、
検

討
事
項
と
し
て
次
の
よ
う
に
規
定

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　
「
短
時
間
労
働
者
に
対
す
る
厚

生
年
金
保
険
及
び
健
康
保
険
の
適

用
範
囲
に
つ
い
て
、
平
成
三
十
一

年
九
月
三
十
日
ま
で
に
検
討
を
加

え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
」

　
　

し
た
が
っ
て
、
平
成
二
十
八
年

十
月
時
点
で
特
定
適
用
事
業
所
と

さ
れ
て
い
な
い
事
業
所
に
つ
い
て

も
、
今
後
の
動
向
に
注
意
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。



７月号─4

　平成28年４月１日よりキャリアコンサ
ルタント登録制度が創設されました（職業
能力開発促進法）。
　キャリアコンサルタントとは、職業選択
や能力開発に関する相談・助言を行う専門
家として設けられたものです。
　制度の概要は次の通りです。
①　名称独占資格
　キャリアコンサルタントは登録制（５年
更新）の名称独占資格とされ、守秘義務・
信用失墜行為の禁止義務が課されています。
　職業能力開発促進法に規定されたキャリ
アコンサルタントでない者は、「キャリア
コンサルタント」又はこれに紛らわしい名
称注を用いることができなくなりましたの
で注意を要します。
　キャリアコンサルタント又はこれに紛ら
わしい名称を用いている場合には、平成
28年９月末までにその名称を改める必要

があります。
　なお、これに違反した者は、30万円以
下の罰金に処せられます。
注紛らわしい名称の例として、「キャリア・
コンサルタント」、「キャリアコンサルタ
ント○○（キャリアコンサルタント専門
士等）」、「○○キャリコン（標準キャリ
コン等）」、「キャリアコンサル」等が掲
げられています（厚生労働省）。
②　名簿への登録
　キャリアコンサルタントになるために
は、キャリアコンサルタント試験に合格等
の上、キャリアコンサルタント名簿に登録
することが必要になります。
③　従来の検定等合格者
　技能検定キャリアコンサルティング職種
の１級又は２級に合格した者及び平成28
年３月までに標準レベルのキャリア・コン
サルタント資格を取得した者等について
は、キャリアコンサルタント国家資格化後
のキャリアコンサルタント試験の合格者と
して扱われます。

　雇用保険の一般被保険者が、家族を介護
するための休業をして、賃金が80％未満
に低下したなどの要件を充たした場合は介
護休業給付金が支給されます。
　平成28年８月１日より、介護休業給付
金の支給額は「休業開始時賃金日額×支給
日数×67％（従来は40％）」（上限額あり）
とされます。
　原則として、介護休業開始日前２年間に、
賃金支払基礎日数が11日以上ある月が12
か月以上ある者が支給の対象となり、一定
範囲の対象家族（例：配偶者、父母等）の
同一の要介護状態につき、１回の介護休業
期間（介護休業開始日から最長３か月間）
に限り支給されます。
　なお、同一の対象家族に対し、要介護状
態が異なることにより再び介護休業を取得
した場合も再度支給対象となることがあり
ますが、最初の休業期間に受けた給付金の
日数を通算して93日分が限度となりま
す。

　
使
用
者
は
、各
事
業
場
ご
と
に「
労

働
者
名
簿
」
を
作
成
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
記
載
事
項
と
し
て
、
労
働
者
の
氏

名
、
生
年
月
日
、
履
歴
、
性
別
、
住

所
、
従
事
す
る
業
務
の
種
類
（
常
時

三
十
人
未
満
の
労
働
者
を
使
用
す
る

事
業
場
は
不
要
）、雇
入
の
年
月
日
、

退
職
の
年
月
日
及
び
そ
の
事
由
（
退

職
の
事
由
が
解
雇
の
場
合
、
そ
の
理

由
を
含
む
）、
死
亡
の
年
月
日
及
び

そ
の
原
因
が
定
め
ら
れ
退
職
日
か
ら

三
年
間
の
保
存
義
務
が
設
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

　
記
載
項
目
を
満
た
し
て
い
れ
ば
様

式
は
問
わ
れ
ま
せ
ん
。

　
労
働
者
名
簿
の
代
わ
り
と
し
て
履

歴
書
等
を
保
管
し
て
い
る
事
業
場
に

お
い
て
は
、
所
定
の
記
載
事
項
を
満

た
し
た
名
簿
の
整
備
を
進
め
て
い
き

ま
し
ょ
う
。

キャリアコンサルタント登録制度

介護休業給付金の変更（雇用保険）
労
働
者
名
簿
の
作
成


